
バ
ッ
ク
エ
ン
ド

業
務

ＤＸに取り組んでいる ＤＸに取り組んでいない 

文／児山雄介

　
企
業
の
国
際
競
争
力
を
世
界
63
か
国

で
比
較
す
る
Ｉ
Ｍ
Ｄ
国
際
競
争
力
ラ
ン

キ
ン
グ
。
90
年
代
半
ば
ま
で
首
位
が
定

位
置
だ
っ
た
日
本
の
順
位
は
、
２
０
２

０
年
に
過
去
最
低
の
34
位
に
ま
で
後
退

し
た
【
図
表
１
】。
１
９
８
９
年
（
平

成
元
年
）
に
は
企
業
の
世
界
時
価
総
額

ラ
ン
キ
ン
グ
上
位
30
社
中
21
社
を
日
本

企
業
が
占
め
て
い
た
が
、
ア
ッ
プ
ル
、

マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
、
ア
マ
ゾ
ン
な
ど
の

海
外
Ｉ
Ｔ
企
業
に
取
っ
て
代
わ
ら
れ
、

平
成
が
終
わ
る
２
０
１
９
年
に
は
０

に
。
で
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
が
育
っ
て

い
る
か
と
い
う
と
、
こ
れ
も
時
価
総
額

が
大
き
い
の
は
海
外
企
業
ば
か
り
だ
。

　
競
争
力
が
低
下
し
て
い
る
理
由
と
し

て
、
市
場
が
大
き
く
変
化
し
て
い
る
の

に
、
か
つ
て
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
引
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【図表2】日本企業の競争力低下の理由【図表3】デジタルビジネスの登場

【図表4】一部の業種を除き、ＤＸへの取り組みは
進んでいない～企業のＤＸ取り組み状況（業種別）

【図表6】求められるＤＸ人材とその対応策～経済産業省のまとめ

【図表5】ＤＸ推進は不十分と回答する企業が多い
～ＤＸ推進指標自己診断結果

【図表1】日本の国際競争力は低下している～ＩМＤ国際競争力ランキング（日本の順位）

＊「IMD World Competitiveness Ranking」を基にNTTデータ経営研究所三谷慶一郎氏（P.20参照）が作成 

＊無回答、回答数が10以下の業種は集計から除かれている。 
＊（独）情報処理推進機構 社会基盤センター「ＩＴ人材白書2020」（2020年）より ＊経済産業省「DXレポート2（中間取りまとめ）」（2020年）より

＊経済産業省「DXレポート」（20１8年）を基に編集部にて作成

か
ら
見
た
Ｄ
Ｘ

「既存のモノの効率化」から「新しいコトの創造」へ
パラダイムが変わり始めているのに、
多くの企業では従来のままのやり方を続けている

従来の
ＩＴ領域

世
界
的
な
Ｄ
Ｘ
化
の
波
に
さ
ら
さ
れ

人
材
不
足
に
あ
え
ぐ
産
業
界
が

大
学
に
寄
せ
る
期
待
は
大
き
い
。

両
者
に
と
っ
て
の
よ
り
よ
い
未
来
と
は
。

デジタル技術の進展によって新しいビジネス（デジタル
ビジネス）がつくりやすくなった

目的

対象

省力化 付加価値化

新しい
ＩＴ領域

フ
ロ
ン
ト
業
務

ＩＴで新しい
デジタルビジネス
を創造する 創造
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2020年は
34位まで後退
（63か国中）

ユーザ企業
ソフトウェアやシステムを
発注・利用する企業

ベンダー企業
ソフトウェアやシステムを
開発・提供する企業

全体（N=1983）

情報通信業（N=1103）

製造業（N=355）

卸売業、小売業（N=159）

学術研究、専門・技術サービス業（N=105）

サービス業（他に分類されない）（N=64）

運輸業、郵便業（N=49）

金融業、保険業（N=47）

建設業（N=38）

不動産業、物品賃貸業（N=25）

電気・ガス・熱供給・水道業（N=11）

宿泊業、飲食サービス業（N=11）

生活関連サービス業、娯楽業（N=11）
0％ 25％ 50％ 75％ 100％

求められる人材 対 応 策
●システム刷新をビジネス変革につなげて経営改革をけん引できるトップ人材
●ＩＴで何ができるかを理解し、経営改革をITシステムに落とし込んで実現できる人材
●各事業部門においてビジネス変革で求める要件を明確にできる人材
●設計、開発ができる人材
●AIの活用等ができる人材、データサイエンティスト

●アプリケーション提供型のビジネスの成長戦略を描き、実現できる人材
●新たな技術・手法を使った実装に落とし込める人材
●ＵＸ（ユーザーエクスペリエンス）＊1を設計し、要求としてまとめあげる人材
●最新のデジタル技術を詳しく理解し、業務内容にも精通するＩＴエンジニア

→アジャイル開発＊2を実践する。ユーザ企業の人材は開発手法を学べ、
　ベンダー企業の人材は業務を知ることができ、
　双方の人材育成につながる

→「ＩＴスキル標準」や「情報処理技術者試験」を活用する。求められる
　ＩＴ人材の能力の明確化や、学び直しによる人材育成が進む

→大学との産学連携で人材育成を進める。企業は、ＡＩやデータ活用の
　スキルを実践的に獲得できる。大学は、企業の持つデータを
　活用できるため、研究ならびに教育のよい教材となる
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部門横断的推進
～持続的実施
約8％

日
本
企
業
の
競
争
力
低
下
と
Ｄ
Ｘ
化
の
現
状

き
ず
っ
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る

【
図
表
２
】。
多
く
の
企
業
の
経
営
支
援

に
携
わ
る
Ｎ
Ｔ
Ｔ
デ
ー
タ
経
営
研
究
所

の
三
谷
慶
一
郎
氏（
P.
20
）に
よ
る
と
、

「
こ
れ
ま
で
日
本
は
、
工
業
製
品
の
大

量
生
産
に
代
表
さ
れ
る
〝
既
存
の
モ
ノ

の
効
率
化
〞
で
成
功
し
て
き
た
。
し
か

し
現
在
の
市
場
は
、
個
々
人
に
ユ
ニ
ー

ク
な
体
験
を
提
供
す
る
〝
新
し
い
コ
ト

の
創
造
〞を
求
め
て
い
る
。
ど
ち
ら
も
、

支
え
と
な
る
の
は
デ
ジ
タ
ル
技
術
だ

が
、
使
わ
れ
方
が
異
な
る
。
従
来
は
工

場
な
ど
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
で
の
作
業
を
省

力
化
す
る
た
め
に
使
わ
れ
て
い
た
デ
ジ

タ
ル
技
術
を
、
顧
客
に
付
加
価
値
を
も

た
ら
す
た
め
の
技
術
と
し
て
捉
え
直
す

必
要
が
あ
る
」と
言
う【
図
表
３
】。「
顧

客
や
社
会
の
ニ
ー
ズ
を
基
に
、
製
品
や

サ
ー
ビ
ス
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
な
ど
を

変
革
」（
P.
３
）
す
る
Ｄ
Ｘ
は
、
ま
さ

に
こ
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
を
め
ざ
し

た
概
念
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

　
国
も
産
業
界
も
、Ｄ
Ｘ
の
重
要
性
は

理
解
し
て
い
る
。
経
済
産
業
省
は
２
０

１
８
年
発
表
の
「
Ｄ
Ｘ
レ
ポ
ー
ト
」
で

「
２
０
２
５
年
の
崖
」
と
い
う
フ
レ
ー

ズ
を
用
い
、「
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
な
け
れ

ば
２
０
２
５
年
か
ら
年
間
約
12
兆
円
の

経
済
損
失
が
生
じ
る
」
と
警
鐘
を
鳴
ら

し
て
い
た
。
多
く
の
企
業
経
営
者
も
、

他
社
の
Ｄ
Ｘ
化
が
自
社
の
優
位
性
や
永

続
性
を
脅
か
す
こ
と
を
懸
念
し
て
い

る
。だ
が
現
実
を
見
る
と
、業
種
に
よ
っ

て
差
は
あ
る
も
の
の
、Ｄ
Ｘ
に
取
り
組

ん
で
い
る
企
業
の
割
合
は
半
分
以
下

【
図
表
４
】。
取
り
組
む
企
業
も
、
ほ
と

ん
ど
は
企
業
内
の
一
部
で
の
実
施
に
と

ど
ま
っ
て
お
り
【
図
表
５
】、
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
の
変
革
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

　
Ｄ
Ｘ
が
進
ま
な
い
背
景
と
し
て
、
前

出
の
三
谷
氏
は
、
次
の
よ
う
な
企
業
の

Ｄ
Ｘ
の
実
情
を
挙
げ
る
。「
一
つ
は
、Ｄ

Ｘ
で
何
を
実
現
す
る
の
か
、
未
来
像
が

描
け
て
い
な
い
点
に
あ
る
。
経
営
者
は

『
Ｄ
Ｘ
を
や
れ
』
と
指
令
す
る
だ
け
で
、

本
人
も
従
業
員
も
具
体
的
に
何
を
す
れ

ば
よ
い
か
わ
か
っ
て
い
な
い
。
出
島
的

に
一
部
技
術
を
導
入
し
、
実
証
実
験
を

行
っ
て
終
わ
り
、
と
い
う
例
が
多
い
。

も
う
一
つ
は
、
導
入
し
た
デ
ジ
タ
ル
技

術
を
〝
既
存
の
モ
ノ
の
効
率
化
〞
ば
か

り
に
使
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
点
。〝
新

し
い
コ
ト
の
創
造
〞
に
使
お
う
と
い
う

マ
イ
ン
ド
に
欠
け
て
い
る
」。

　
こ
の
状
況
に
変
化
の
兆
し
を
も
た
ら

し
て
い
る
の
が
コ
ロ
ナ
禍
だ
。
テ
レ

ワ
ー
ク
化
を
始
め
と
す
る
業
務
変
革
が

半
強
制
的
に
進
み
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の

活
用
が
自
社
の
何
を
変
え
る
の
か
、
経

営
者
も
従
業
員
も
リ
ア
ル
に
考
え
ら
れ

る
よ
う
に
な
っ
た
。
同
時
に
Ｄ
Ｘ
化
の

遅
れ
も
顕
在
化
し
、「
い
つ
か
」
で
は

な
く
「
今
」
取
り
組
む
べ
き
差
し
迫
っ

た
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

　
Ｄ
Ｘ
推
進
を
急
ぐ
企
業
に
と
っ
て
、

最
大
の
障
壁
は
「
人
材
」
だ
。
デ
ジ
タ

ル
技
術
を
導
入
し
て
も
、
皆
が
導
入
し

て
し
ま
え
ば
、
そ
れ
だ
け
で
は
優
位
性

は
得
ら
れ
な
い
。不
足
し
て
い
る
の
は
、

技
術
を
使
い
こ
な
せ
る
人
材
な
の
だ
。

プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
の
よ
う
な
狭
義
の
技
術

者
も
も
ち
ろ
ん
必
要
だ
が
、
よ
り
ニ
ー

ズ
が
高
い
の
は
、「
経
営
改
革
を
け
ん

引
で
き
る
人
材
」「
成
長
戦
略
を
描
き
、

実
現
で
き
る
人
材
」
と
い
っ
た
、
改
革

力
や
創
造
性
を
持
つ
人
材
だ
。
対
応
策

の
一
つ
と
し
て
、
産
業
界
は
大
学
と
の

連
携
に
活
路
を
見
い
だ
し
て
い
る
【
図

表
６
】。
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
を
教
え

た
い
大
学
に
と
っ
て
、
実
社
会
で
使
わ

れ
て
い
る
デ
ー
タ
の
入
手
は
大
き
な
課

題
で
あ
り
、ｗ
ｉ
ｎ

－ｗ
ｉ
ｎ
の
関
係

を
築
け
る
可
能
性
は
高
い
。

企
業

市
場
の
変
化
へ
の
対
応
は

Ｄ
Ｘ
な
し
で
は
不
可
能

不
足
し
て
い
る
の
は

技
術
よ
り「
技
術
活
用
人
材
」

グローバル市場に
おけるデジタル企業

レベル1

レベル2

レベル3

レベル4

レベル5

全社戦略に基づく
持続的実施

全社戦略に基づく
部門横断的推進

一部での戦略的実施

一部での散発的実施

未着手レベル0

未着手～
一部部門
での実施
約92％

部門横断的推進
～持続的実施
約8％
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＊【図表２】【図表３】ともに三谷氏作成資料

特集  何のため？ 何をする？ どう進める？ 大学のDX

＊1 ユーザーがサービスや商品と接する中で得られる体験
＊2 短い期間でテストを繰り返しながら開発する手法


